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帯広市地域優良賃貸住宅補助基準 

 

（趣旨） 

第１条 この基準は、帯広市地域優良賃貸住宅制度要綱（平成２３年１１月１４日制定。以下「制度要

綱」という。）第１１条に規定する地域優良賃貸住宅の整備及び家賃の減額に要する費用に対する助

成について、帯広市補助金等交付要綱（昭和５９年告示第１５２号。以下「補助金等交付要綱」とい

う。）に定めるもののほか必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この基準において使用する用語は、次に掲げるもののほか、制度要綱において使用する用語の

例による。 

 (1)社会福祉施設等 

     次に掲げる施設をいう。 

    ア 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）、児童福

祉法（昭和２２年法律第１６４号）、母子及び父子並びに寡婦福祉法 (昭和３９年法律第１２９

号）、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）、身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３

号）、知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）、母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）

又は介護保険法（平成９年法律第１２３号）に定める施設又は事業の用に供する施設 

    イ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に定める専修学校又は各種学校で、社会福祉施設に関

係している施設 

ウ 地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律（平成元年法律第６４号）に定

める特定民間施設 

  エ 医療法（昭和２３年法律第２０５号）に定める医療提供施設 

 

（補助対象者） 

第３条 この基準による補助金の交付を受けることのできる者は、地域優良賃貸住宅の認定事業者とす

る。 

 

（補助対象費用） 

第４条  補助金の交付の対象となる費用は、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める費用とし、

市長は予算の範囲内においてその一部を補助することができる。 

（1）整備費補助 

ア 新規建設  住宅の建設に要する費用 

イ 既存改良  既存住宅等の改良に要する費用（ただし、用途の変更のない場合は次の各号に係

る費用を合計した額を限度額とする。） 

(ｱ)共同施設等整備 

(ｲ)加齢対応構造等整備 

（2）家賃減額補助  家賃の減額に要する費用  
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２ 前項の既存改良事業に係るものにあっては、耐力、耐火性能、耐用年数等を勘案して、整備後概ね

２０年間、使用が可能なものでなければならない。 

 

（新規建設整備費補助） 

第５条  前条第１項第１号アの住宅の建設に要する費用に対する補助金の額は、次の各号に掲げる費用

を合計した額に、子育て世帯向けに供給する場合は６分の１（当該住宅の階数が１又は２の場合にあ

って９分の１）、高齢者世帯向けに供給する場合は階数にかかわらず５分の１を乗じて得た額とする。 

 (1)主体附帯工事費 

   主体工事及び屋外附帯工事に要する費用（ただし、主体附帯工事費が、標準主体附帯工事費を超

える場合にあっては、当該標準主体附帯工事費を主体附帯工事費とする。） 

(2)共同施設工事費（ただし、駐車場の整備に要する費用を除く。）  

   ア 通路整備費 

   イ 児童遊園整備費（子育て世帯向けに供給する場合） 

   ウ 公園整備費（高齢者世帯向けに供給する場合） 

   エ 緑地整備費 

      オ 広場整備費 

２ 前項第１号の標準主体附帯工事費は、次の各号の規定により算出したものとする。 

  (1)標準主体附帯工事費（子育て世帯向けに供給する場合） 

    標準主体附帯工事費は、住宅の戸数に、事業実施年度における「住宅局所管事業に係る標準建

設費等について（以下「標準建設費等共同通知」という。）」別表第１（以下「別表第１」とい

う。）その２に掲げる１戸当たりの主体附帯工事費を乗じて得た額の合計額とする。ただし、当

該事業が複数年度にわたる場合で、事業実施当初年度の翌年度以降に実施する事業についての標

準建設費等については、事業実施当初年度の標準建設費等とすることができるものとする。 

(2)標準主体附帯工事費の特例（子育て世帯向けに供給する場合） 

    住宅の構造別ごとの１戸当たり平均床面積が別表第１その２に掲げる１戸当たり標準床面積未

満の場合（量産住宅で、１戸当たり平均床面積と１戸当たり標準床面積との差が１戸当たり標準

床面積の１％以内の場合を除く。）の標準主体附帯工事費は、同表に掲げる１戸当たり主体附帯

工事費に、その１戸当たり平均床面積に４４㎡を加えたものを１戸当たり標準床面積に４４㎡を

加えたもので除した数値を乗じて得た額を１戸当たり主体附帯工事費として、前号の規定を適用

するものとする。ただし、当該事業主体が建設又は買取りをする他の構造の住宅で、１戸当たり

平均床面積が１戸当たり標準床面積を超えるものがある場合においては、次の算式により算出す

ることができるものとする。              

        Ｄ＝∑
Bi

Bi 　‘
 ×Ｃｉ×Ａｉ 

     ただし、Ｄ＞∑Ｃｉ×Ａｉのときは∑Ｃｉ×Ａｉとする。 

Ｄ   ：標準主体附帯工事費 

Ｂｉ  ：別表第１に掲げる１戸当たり平均床面積に 44 ㎡を加えたもの 

Ｂｉ‘   ：構造別ごとの１戸当たり平均床面積に 44 ㎡を加えたもの 
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Ｃｉ  ：別表第１に掲げる１戸当たり主体附帯工事費 

Ａｉ  ：構造別ごとの住宅の戸数 

（ｉは、構造別を示す添字である。） 

(3) 標準主体附帯工事費（高齢者世帯向けに供給する場合）  

標準主体附帯工事費は、住宅の戸数に、次の式により算出した１戸当たりの主体附帯工事費を

乗じて得た額の合計額とする。ただし、当該事業が複数年度にわたる場合で、事業実施当初年度

の翌年度以降に実施する事業についての標準建設費等については、事業実施当初年度の標準建設

費等とすることができるものとする。  

（１戸当たりの主体附帯工事費） ＝（別表第１その３に掲げる主体附帯工事基本額）＋（別表

第１その３に掲げる主体附帯工事費面積係数）×（１戸当たり平均面積）  

ただし、１戸当たり平均床面積が別表第１その１に定める１戸当たり標準床面積（以下「公営

住宅等の１戸当たり標準床面積」という。）を超える場合においては、当該標準床面積を１戸当

たり平均床面積とする。  

(4) 標準主体附帯工事費の特例 （高齢者世帯向けに供給する場合）  

当該事業主体の建設する他の構造のサービス付き高齢者向け住宅等で、１戸当たり平均床面積

が公営住宅等の１戸当たり標準床面積を超えるものがある場合においては、主体附帯工事費は、

次の算式により算出することができるものとする。  

Ｄ＝Σ（Ｂi＋Ｐi×Ｓi）・Ａi  

ただし、Ｄ＞ΣＣi･ＡiのときはΣＣi･Ａiとする。  

Ｄ   ：主体附帯工事費  

Ｂi  ：構造別ごとの主体附帯工事基本額  

Ｐi  ：構造別ごとの主体附帯工事費面積係数  

Ｓi  ：構造別ごとの１戸当たり平均床面積  

Ａi  ：構造別ごとのサービス付き高齢者向け住宅の戸数  

Ｃi  ：構造ごとの公営住宅の１戸当たり標準床面積  

（i は、構造別を示す添字である。） 

 

（既存改良整備費補助） 

第６条 第４条第１項第１号イの既存の住宅等の改良に要する費用に対する補助金の額は、住宅等の改

良に要する費用（ただし、標準主体附帯工事費（当該地域優良賃貸住宅の推定再建築費が、当該標準

主体附帯工事費を下回る場合にあっては、当該推定再建築費）に１００分の２０（３階以上の建築物

に係る改良で共用通行部分整備を行うものにあっては１００分の３０）を乗じた額を超える場合にあ

っては、当該額）に、３分の２を乗じて得た額とする。 

２ 第４条第１項第１号イの共同施設等整備に要する費用は、次の各号の規定に基づき算定したものと

する。 

 (1) 共同施設等整備に係る費用は、共同施設の整備に係る費用及び住宅共用部分の整備に係る費用の

合計の額とする。 
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 (2) 前号の住宅共用部分の整備に係る費用は、標準主体附帯工事費（建設又は改良に要する費用が、

当該標準主体附帯工事費を下回る場合にあっては、当該整備に要する費用。以下同じ。）に低層住

宅（地上階数２以下のものをいう。以下同じ。）、中層住宅（地上階数３以上５以下のものをいう。

以下同じ。）及び高層住宅（地上階数６以上のものをいう。以下同じ。）の区分に応じ、それぞれ

次表に掲げる数値を乗じて得た額と社会福祉施設等との一体的整備費との合計額とする。 

区 分 標準主体附帯工事費に乗じる数値 

低層住宅 １００分の１０ 

中層住宅 

 

 

１００分の２０ 

（ただし、階段室型住棟のものにあって 

は１００分の１５） 

高層住宅 １００分の２０ 

 (3) 地域優良賃貸住宅で住戸の平均床面積が６５㎡以上のもの（階数が３以上の耐火建築物で延べ面

積の大部分を住宅の用に供する場合に限る。）にあっては、第１号及び第２号の規定にかかわらず、

原則として、標準主体附帯工事費に中層住宅、高層住宅（地上階数６以上１３以下）、高層住宅（地

上階数１４以上１９以下）及び高層住宅（地上階数２０以上）の区分に応じ、それぞれ次表に掲げ

る数値を乗じて得た額と社会福祉施設等との一体的整備費、防災性能強化工事費、立体的遊歩道及

び人工地盤施設の整備費、避雷設備の設置費、電波障害防除設備の設置費及び供給処理施設の設備

費に係る費用（以下、社会福祉施設等との一体的整備等という。）との合計額を共同施設等整備に

係る費用とする。ただし、当該地域優良賃貸住宅が高層住宅（地上階数２０以上のものに限る。）

である場合、公益的施設や商業・業務施設等との合築を行う場合等によりこの方法により難い場合

は個別に積算することができる。 

区 分 標準主体附帯工事費等に乗じる数値 

中層住宅 

 

１００分の１５ 

(ただし、階段室型住棟のものにあっては１００分の１０) 

高層住宅（６～１３階） １００分の１８ 

高層住宅（１４～１９階） １００分の２１ 

高層住宅（２０階～） １００分の２６ 

 (4) 第１号から前号の規定にかかわらず、社会福祉施設等との一体的整備費以外の共同施設等整備に

係る費用が、標準主体附帯工事費に、低層住宅、中層住宅及び高層住宅の区分に応じ、それぞれ次

表に掲げる数値を乗じて得た額（以下「標準共同施設等整備費」という。）を超える場合にあって

は、当該標準共同施設等整備費及び社会福祉施設等との一体的整備費を合計した額を共同施設等整

備に係る費用とする。        

区 分 標準主体附帯工事費に乗じる数値 

低層住宅 １００分の２０ 

中層住宅 

 

 

１００分の３０ 

（ただし、階段室型住棟のものにあっては１

００分の２５） 

高層住宅 １００分の３０ 
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３ 第４条第１項第１号イの加齢対応構造等整備に要する費用は、次の規定に基づき算定する。 

   共用通行部分整備費に係る費用については、エレベーターの設備の設置及びエレベーターホール

（ただし、個別の住宅に専用的又は閉鎖的に使用されるものを除く。）の整備に要する費用で次の

工事費算定式により算定した工事費とする。 

    工事費算定式 

Q＝C×
2

3

S

S
＋E 

      Q：エレベーターの設置に要する費用 

      C：住宅を含む建築物全体の建築主体工事費（全体の建築工事費から屋内設備工事費及び屋

外附帯工事費を除いた額） 

      
2

S ：住宅を含む建築物全体の延べ面積 

      
3

S ：補助対象となるエレベーターホールの床面積の合計 

      E：エレベーター設備工事費 

  

（施設整備補助の限度額の設定） 

第７条 第５条から前条での規定に関わらず、新規建設に係る費用に対する整備費補助の合計は１３０

万円、既存改良に係る費用に対する改良費補助の合計は９０万円を限度額とする。 

 

（家賃の減額に係る補助） 

第８条 第４条第１項第２号の家賃の減額に要する費用に対する補助金の額は、認定事業者が入居者の

居住の安定を図るため、次の第１号及び第４号若しくは第２号及び第４号若しくは第３号及び第４号

に該当する入居者からの依頼に基づき地域優良賃貸住宅の家賃を減額する場合において、家賃の減額

に要する費用の１００％とする。ただし、子育て世帯向けに供給する場合は３万円、高齢者世帯向け

に供給する場合は２万円に当該賃貸住宅の当該年度における入居月数を乗じて得た額を限度とする。 

 (1)中学校修了前の児童が居る者、入居者若しくは同居の配偶者が妊娠している者又は新婚世帯である

者 

 (2)高齢者世帯である者 

(3)制度要綱第２４条第１項第１号に該当する者 

(4)世帯の所得が２１万４千円以下である者 

２ 前項の所得の区分は、毎年１０月１日までに、入居者の前年の所得金額に基づき管理事業者が所得

認定を行い、その適用を翌年４月１日からとする。この場合において、所得認定の翌日から翌年３月

３１日までの間に同居親族の異動等があったときは当該入居者からの申請に基づき所得認定を行うも

のとする。 

３ 第１項の入居月数は、家賃の減額の対象となる入居者が入居している月数とする。ただし、入居期

間が１か月に満たない月については、日割計算とする。 

４ 家賃の減額補助の交付期間は、認定管理期間又は２０年間のどちらか短い期間とする。ただし、第

１項第１号に該当する入居者の所得が１５万８千円を上回った場合は、小学校修了前の児童が居る世
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帯又は令和８年３月３１日までに家賃低廉化が開始された入居者若しくは同居の配偶者が妊娠してい

る世帯に限り６年以内で、令和８年３月３１日までに家賃低廉化が開始された新婚世帯に限り３年以

内で補助を行う。 

５ 第１項に定めるもののほか、市長は、必要があると認めるときは、入居者の家賃の減額に係る補助

について別に定めることができる。 

 

（端数計算） 

第９条 補助金の額は、施設の整備に要する費用については整備ごとに、家賃の減額に要する費用につ

いては入居者ごとに算定する。ただし、施設の整備に要する費用に千円未満の端数が生じたときは、

これを切り捨てるものとする。 

 

（全体設計の承認） 

第１０条 認定事業者は、整備事業の実施が複数年度にわたる場合は、初年度の施設の整備に要する費

用に係る補助金の交付申請の前に、当該事業に係る事業費の総額、年度ごとの事業費の額等について、

全体設計（変更）承認申請書(様式第１号）を市長に提出しなければならない。当該事業に係る事業費

の総額及び年度ごとの事業費の額を変更する場合も同様とする。 

２ 市長は､前項の申請内容を審査し、適当と認めたときは当該全体設計を承認し、全体設計（変更）承

認通知書（様式第２号）により、認定事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第１１条 認定事業者は、地域優良賃貸住宅を整備する場合及び入居者の家賃の減額を行う場合におい

て、整備費補助金又は家賃減額補助金の交付を受けようとするときは、様式第３号により、補助金交

付申請を行うものとする。この場合において、整備費補助金にあっては市長の供給計画認定後工事着

工前、新たに管理を開始する賃貸住宅の家賃減額補助金にあっては管理開始までに、補助金交付申請

書に必要となる書類を添えて市長に申請しなければならない。ただし、家賃減額補助金にあっては、

管理開始の翌年度以降は年度初めに申請するものとする。 

２ 整備費補助金の交付申請に当たって、認定事業者が消費税の課税対象事業者である場合は、当該補

助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費

税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として

控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費

税の税率を乗じて得た額の合計額に補助率を乗じて得た額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」と

いう。）を減額して申請しなければならない。ただし、申請時点において消費税等仕入控除税額が明

らかでないものについては、この限りでなく、補助金の額の確定において減額することとする。 

３ 前条の規定による全体設計の承認を受けた認定事業者は、その承認内容に基づき整備事業の年度ご

とに、第１項に規定する整備費補助金の交付申請をしなければならない。 
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（補助金の申請等の委任） 

第１２条 認定事業者は、補助金の申請等を管理事業者に委任して行う場合にあっては、申請関係書類

に委任状を添付するものとする。 

 

（補助金の交付決定） 

第１３条 市長は、第１１条の補助金の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類等の内容を審

査し、補助金を交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交付を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の場合において、適正な交付を行うため必要があると認めるときは、補助金の交付の

申請に係る事項につき修正を加えて補助金の交付の決定をすることができる。 

 

（交付決定の通知） 

第１４条 市長は、補助金の交付の決定をしたときは、速やかにその決定の内容及びこれに条件を付し

た場合にはその条件を当該補助金の交付の申請をした者に様式第４号により通知するものとする。 

２ 認定事業者は、整備費補助金にあっては、前項の規定に基づく通知を受ける前に、当該整備費補助

金に係る工事請負契約を締結してはならない。 

 

（補助事業の変更承認申請） 

第１５条 補助金の交付決定を受けた認定事業者（以下「補助事業者」という。）は、第１３条の規定

による補助金の交付決定後において、当該事業の内容及び経費の配分等に変更が生じたときは、変更

承認申請書（様式第５号）に必要となる書類を添えて市長に申請するものとする。 

２ 第１３条の規定は、前項の変更承認申請に係る変更交付決定について準用する。 

３ 前条の規定は、前項の変更交付決定に係る通知について準用する。この場合において、前条中「様

式第４号」とあるのは、「様式第６号」と読み替えるものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第１６条 補助事業者は、第１４条の規定による通知を受けた後においても、補助金交付決定取消申請

書（様式第７号）により決定の取消しを申請することができる。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定を取り消すも

のとする。 

３ 市長は、当該取消しに係る部分に関し、既に交付された補助があるときは、期限を定めてその返還

を命じるものとする。補助金の額の確定があった後においても、また、同様とする 

 

（交付決定の取消し等） 

第１７条 市長は、補助事業者が次の各号に掲げる場合に該当するときは、補助金の交付の決定の全部

又は一部を取り消すものとする。 

(1)工事を中止し、又は廃止したとき。 
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 (2)この補助金の交付決定後、天災地変その他の事情変更により、工事の全部又は一部を継続すること

ができなくなったとき。 

 (3)工事を予定期間に着手せず、又は完了しないとき。 

 (4)供給計画若しくは全体計画の内容を履行しないとき、又は履行の見込みがないとき。 

 (5)工事内容、工事費及び事情の変更等により、補助対象額が減額となったとき。 

(6)偽りその他の不正の手段により、この補助金の交付等を受けたとき。 

 (7)この補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他関係法令に違反したとき。 

 (8)この補助金を他の用途に使用したとき。 

(9)供給計画の認定が取り消されたとき。 

(10)その他の理由により、補助事業を遂行することができないとき。 

２ 前条第３項の規定は、前項の場合について準用する。 

 

 （補助事業の中止又は廃止） 

第１８条 補助申請者は、補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、中止（廃止）承認申請書

（様式第８号）により、市長の承認を得なければならない。 

 

（整備事業完了期日の変更） 

第１９条 認定事業者は、当該賃貸住宅に係る整備事業が交付決定に付された期日までに完了しない場

合は、速やかに整備事業の未完了報告書（様式第９号）を市長に提出し、指示を受けなければならな

い。 

 

（補助金の実績報告） 

第２０条 補助事業者は、事業完了後速やかに、補助事業実績報告書（様式第１０号）にその他必要と

なる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定に関わらず、整備費補助において、会計年度を越えて、工事が継続される場合には、会

計年度が終了するごとに、速やかに、実績報告書を提出しなければならない。 

 

（補助の確定） 

第２１条 市長は、前条の規定により、補助事業者が提出した実績報告の内容を審査し、また、必要に

応じて、現地調査の実施、追加書類の提出依頼を行い、その報告が関係法令等、補助金の交付の決定

内容及びこれに対して付した条件に適合すると認められるときは、交付すべき補助金の額を確定し、

補助金確定通知書（様式第１１号）により、速やかに補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の交付） 

第２２条 補助金は、前条の規定による補助金の額の確定後において交付するものとする。ただし、家

賃減額に要する費用の補助について、市長は、補助事業の遂行上必要があると認めたときは、概算払

をすることができる。 
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２ 補助事業者は、補助金の概算払を受けようとするときは、補助金概算払申請書（様式第１２号）を

市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、前項の申請に基づき概算払をすることを決定したときは、当該補助事業者に対し、その旨

を補助金概算払決定通知書（様式第１３号）により通知するものとする。 

４ 補助事業者は、補助金の概算払を受けようとするときは、補助金の請求を、支払を希望する日の１

５日前までに行わなければならない。ただし、年度末における精算払については、補助金額の確定後

速やかに請求するものとする。 

 

（帳簿及び書類の備付け） 

第２３条 補助金の交付を受けた者は、当該補助事業完了後５年間、当該補助事業に係る収入及び支出

を明らかにした帳簿及び書類その他必要となる図書を備え付け、補助金の使途を明らかにしておかな

ければならない。 

 

（他の補助事業との併用） 

第２４条 認定事業者は、他の補助事業と併せて補助を受けるときは、事前に市長と協議の上、この基

準に定める補助金から除外しなければならない。 

 

（検査報告及び是正命令） 

第２５条 市長は、整備費補助金及び家賃減額補助金の使途、補助を受けた当該地域優良賃貸住宅の管

理状況等について、必要があるときは、検査を行い、又は報告を求めることができる。 

２ 市長は、前項の検査又は報告により、補助金が適正に執行されていないと認められるときは、期日

を指定して是正の措置を求めることができる。 

 

（その他） 

第２６条 この基準に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、その都度市長が定める。 

     

附 則 

 この基準は、平成２３年１１月１４日から施行する。 

 

附 則 

 この基準は、平成２４年１１月２０日から施行する。 

 

附 則 

 この基準は、平成２５年１１月 １日から施行する。 

 

附 則 

 この基準は、平成２６年 ４月 １日から施行する。 
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附 則 

 この基準は、平成２７年 ４月 １日から施行する 

 

附 則 

 この基準は、平成２８年 ２月 １日から施行する 

 

附 則 

 この基準は、平成２８年 ４月 １日から施行する 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この基準は、令和２年１２月２３日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第７条の規定は、この基準の施行の日（以下「施行日」という。）後に補助金の交付を申

請する整備事業に適用し、施行日前に補助金の交付を申請した整備事業で完了していないものについ

ては、なお従前の例による。 

 

附 則 

 この基準は、令和３年４月１日から施行する。 

 


